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経済・財政再生アクション・プログラム 2016（原案） 

 

本プログラムは、「経済・財政再生計画」1に則り改革を引き続き着実に推進するた

め、昨年末策定された「経済・財政再生アクション・プログラム」（以下、「プログラ

ム 2015」という。）2の基本的な考え方を踏襲し、改革工程について新たな取組等を明

確化した改定版である 3。 

 

１．改革初年度（2016 年度）におけるこれまでの取組と今後必要な対応 

 

［１］改革初年度（2016 年度）におけるこれまでの取組状況 

改革の初年度に当たる 2016 年度においては、「経済再生なくして財政健全化なし」

の基本方針の下、600 兆円経済の実現と 2020 年度の財政健全化目標の達成の双方の

実現を目指しつつ、改革工程表に沿って、民間企業等がサービスを担うことで効率化

を図る「公的サービスの産業化」、動機付けによって住民や保険者、企業、地方自治体

等の行動変化につなげる「インセンティブ改革」、「見える化」の推進やＩＴ化などの

「公共サービスのイノベーション」に取り組んでいるところである。こうした歳出改

革は公共サービスの無駄をなくし、質を改善するため、各主体が自ら意欲を持って参

加することを促し、民間活力を 活
い

かしながら歳出を抑制するものである。 

 

（「見える化」の徹底・拡大） 

「見える化」の徹底・拡大を通じ、「ワイズ・スペンディング」を促すことで経済と

財政双方の一体的な再生を図ることが本プログラムの基本的な考え方である。こうし

た「見える化」については、これまで、医療費や介護費の地域差の「見える化」、経年

比較や類似団体比較を含めた自治体に関する住民一人当たりの決算額の「見える化」、

                                                   
1 「経済財政運営と改革の基本方針 2015」（平成 27年６月 30 日閣議決定）第３章。同計画には、

国・地方を合わせた基礎的財政収支について、2020 年度までに黒字化、その後の債務残高対Ｇ

ＤＰ比の安定的な引下げを目指すという目標、並びに、 

・国の一般歳出の水準の目安については、安倍内閣のこれまでの３年間の取組では一般歳出の

総額の実質的な増加が 1.6 兆円程度となっていること、経済・物価動向等を踏まえ、その基

調を 2018年度（平成 30年度）まで継続させていくこととする。 

・安倍内閣のこれまで３年間の経済再生や改革の成果と合わせ、社会保障関係費の実質的な増

加が高齢化による増加分に相当する伸び（1.5兆円程度）となっていること、経済・物価動向

等を踏まえ、その基調を 2018 年度（平成 30 年度）まで継続していくことを目安とし、効率

化、予防等や制度改革に取り組む。この点も含め、2020 年度（平成 32年度）に向けて、社会

保障関係費の伸びを、高齢化による増加分と消費税率引上げとあわせ行う充実等に相当する

水準におさめることを目指す。 

等の目安が定められている。 
2 「経済・財政再生アクション・プログラム」（平成 27年 12月 24日経済財政諮問会議決定）。 
3 本プログラムは、経済・財政一体改革推進委員会での検討を経て、経済財政諮問会議において取

りまとめるものである。 

資料１ 
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自治体別の経済・財政や暮らしの指標の「見える化」に関するデータベースの開設な

どの各府省庁による取組の進展が見られた。 

今後も、改革の原動力として、一層の「見える化」の推進を図る必要がある。例え

ば、地域差を「見える化」する際には、地域差を単に示すだけではなく、人口規模や

年齢構成の差異などでは説明のつかない地域差を抽出して示すとともに、それをもた

らしている要因の分析や、解決策の検討を行い、関係者間の課題共有や、行動変化を

促していく必要がある。 

 

（先進・優良事例の展開促進） 

ボトムアップの歳出改革を進める上で重要な先進・優良事例の展開促進については、

日本健康会議による先進的な予防・健康づくりの好事例の全国展開の推進、関係府省

庁による自治体クラウドの更なる展開に向けた取組の推進等が図られている。 

一方、各府省庁の情報提供が単なる事例紹介にとどまっているケースも多いことか

ら、事例の具体的な実行プロセスを併せて提示するなど、情報の質を高めていくこと

も必要である。 

また、先進・優良事例からだけではなく、成果が必ずしも挙がっていない取組から

教訓を得ることも重要であり、幅広い事例収集・公開と要因分析を行い、それを今後

の政策立案に 活
い

かしていく。 

 

［２］改革２年目における今後の取組 

 これまでの取組により、客観的な評価を通じた改革推進に必要なデータが集まり始

めている。改革２年目（2017年度）においても、データの十分な利活用を図りながら

「見える化」を徹底・拡大し、全ての改革項目について、改革の具体化や改革工程表

に沿った取組を引き続き着実に進める。また、取組のＰＤＣＡサイクルの定着を確か

なものとしていくために、今後は改革の点検・評価、政策効果の測定・分析に更に努

めていく。 

我が国財政の厳しい状況を踏まえ、引き続き歳出全般にわたり、聖域なき徹底した

見直しを推進する。地方においても、国の取組と基調を合わせ徹底した見直しを進め

る。 
主要歳出分野毎における取組については、２．において詳述するが、今後の取組と

して主なものを挙げると以下の通りである。 

社会保障分野では、医療・介護提供体制の適正化、インセンティブ改革、公的サー

ビスの産業化や、負担能力に応じた公平な負担、給付の適正化等を引き続き行う。2016

年末までに検討を行うこととされていた事項や高額薬剤の価格見直し等については、

検討の結果に基づき着実に実施していく。制度改正等の影響を把握・検証し、集中改

革期間内において、必要な見直しに向けた視点や検討期限等について改革工程表上明
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確化する。引き続き検討が必要な事項については、2017年以降に検討することになっ

ていた課題とともにできるだけ早期に議論を進めていく。一人当たり医療費の地域差

半減に向け、都道府県の医療費適正化計画等の策定・推進を後押しするとともに、医

療費の地域差や伸びの要因分析を進め、関係者間の調整等を通じて、関係者それぞれ

の役割分担と責任を明確にしながら協働して取組を進めるようガバナンスの強化を

図ることが重要である。また、疾病予防や健康づくりに向けた取組は国民の生活の質

（ＱＯＬ）や企業の生産性の向上につながるものである。このため、地域や職場ごと

の健康課題を「見える化」・類型化することで、日常生活における取組も含め、民間事

業者も活用した先進的なデータヘルス事業を全国展開する。 

社会資本整備分野では、コンパクト・プラス・ネットワークの形成、公共施設のス

トック適正化やストック効果の最大化を図る社会資本整備の推進等に引き続き取り

組む。予算の質を高めることで生産性の向上、民間投資の喚起、国民のＱＯＬ向上を

図る。ＩｏＴ、ＩＣＴ等を活用したインフラマネジメントを推進する。また、ストッ

ク効果の評価手法を整備し、ＰＤＣＡサイクルへの活用を進める。 

地方行財政分野では、地方の財政に係る制度の改革、地方行財政の「見える化」、Ｉ

Ｔ化と業務改革、行政改革等に引き続き取り組む。地方交付税については、まち・ひ

と・しごと創生事業費における「取組の必要度」から「取組の成果」へのシフトを進

めるとともに、トップランナー方式を新たに２業務に導入する。窓口業務の適正な民

間委託等の加速、自治体クラウド等のＩＴ化・業務改革、公営企業を含む業務の広域

化・共同化を推進する。 

国庫支出金については、地方の創意工夫を引き出し、実情に応じた取組とする観点

から、地方の裁量度が高く、一定規模以上の国庫支出金を対象として、パフォーマン

ス指標の設定、活用等について具体化し、「見える化」及びＰＤＣＡサイクルによる取

組等を加速させる。 

文教・科学技術分野では、エビデンスに基づいた教育におけるＰＤＣＡサイクルの

確立に向けた取組等を進める。その中で、人材育成や地域における人材の還流・定着

等の観点から高等学校の役割がますます重要になっている。このため、高校教育にお

けるＰＤＣＡサイクルの推進に関する取組を改革工程表に追加する。また、官民の研

究開発投資拡大を図るため、経済社会・科学技術イノベーション活性化委員会におけ

る検討結果も踏まえ、オープンイノベーションの促進に向けた取組等を進めるととも

に、総合科学技術・イノベーション会議の司令塔機能の強化を図る。 

経済・財政一体改革推進委員会においては、今後、改革工程の進捗管理・点検・評

価や新たな改革工程の策定に当たり、財政健全化の視点とともに、経済再生や分野横

断的な視点からの検討に力点を置く。 

ＫＰＩについては、定義の明確化を図ってきたところである。ＫＰＩの活用に加え、

速報性がある指標や定量的な評価が可能な他の指標も整備・活用し経済・財政効果の
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把握に努めつつ、計画の中間時点（2018年度）における進捗状況の評価の進め方につ

いて検討する。 
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２．主要分野毎の改革の取組 

本プログラムでは、プログラム 2015 に掲げられている全ての改革項目について進

捗状況の確認や必要な具体化等を行った。引き続き、全ての改革項目について、改定

された改革工程表に基づき取組を進めていく。 

各分野における改革初年度の主な取組状況と今後の取組は以下の通りである。 

 

［１］社会保障分野 

（１）医療・介護提供体制の適正化 

（改革初年度におけるこれまでの取組状況） 

・地域医療構想について、2016 年 10 月末で 30 都府県が策定済みとなっており、

2016年度中に全ての都道府県が前倒しで策定完了予定である。 

・平成 28年度診療報酬改定において、地域包括ケアシステムの推進と医療機能の

分化・強化を図るため、入院医療について機能に応じた適切な評価の推進、か

かりつけ医の評価など外来医療の機能分化・連携の推進等を実施した。 

・医療費適正化基本方針を 2016 年３月に策定するとともに、11 月に改正を行い

医療費の見込みの算定式を設定した。 

・ＫＰＩの「年齢調整後の一人当たり医療費の地域差半減」について、全国平均

を超えている都道府県の一人当たり医療費（年齢調整後）の平均と全国平均と

の差の全国平均に対する比率を 2014 年度時点と比べ 2023 年度までに半減する

旨を明確化した。 

・ＮＤＢ（ナショナルデータベース）のオープンデータを 2016 年 10 月に厚生労

働省のホームページに公開し、民間・研究者が利用可能な集計情報を公開した。

また、研究者の探索的研究を可能とするためオンサイトリサーチセンターの利

用を開始した。 

・人生の最終段階における医療について、患者の相談に適切に対応できる医療・

ケアチーム(医師、看護師等)の育成研修を全国展開するなどの取組が進められ

ている。 

・医療費の地域差分析を進めるとともに、医療費の増加要因の分析を行った。年

齢調整後の一人当たり医療費の地域差について、入院医療費や高齢者の医療費

等による寄与が大きくなっていることが明らかになった。また、高齢化など人

口要因を除いて伸びの要因を分解したところ、入院外医療費の伸びが大きく、

特に薬剤料が大きく影響していることが明らかになった。 

 

（今後の主な取組） 

・地域医療構想を着実に進めるためには、各都道府県の「地域医療構想調整会議」

を通じて地域で協議を行っていくことが求められており、病床の機能分化・連
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携に向けて都道府県が主導する実効性のある取組を進めることが必要。病床機

能を選択する際の判断に係る定量的基準も含めた基準の見直しについて速やか

に検討・策定するとともに、毎年度進捗を把握し、公表する。 

・医療費の地域差半減に向けて、入院医療費については、地域医療構想の実現を

はじめ政策的手段を駆使して取り組む。外来医療費については、医療費適正化

基本方針で示されている取組を実施するとともに、できるだけ早く取組を追加

できるよう検討する。また、病床機能の分化・連携の推進により増加する在宅

医療等の影響については、都道府県が独自に医療費の見込みを推計できること

としている。国でも推計の方針を示すことが必要である。 

・医療費の地域差や伸びの要因分析を、引き続き進めることが必要。地域差につ

いては、疾患別・診療行為別に分析し、伸びの要因については、医療費水準や

伸びの寄与が大きい部分の分析を進めていく。 

・医療費適正化に向けた取組を推進するためには、国、都道府県、保険者、医療

関係者、企業、国民が、それぞれの役割の下で協働して取り組むことが必要で

あり、とりわけ、都道府県によるデータ分析等を通じた関係者調整等を行い実

効性を確保していくことが重要である。 

・2017年度末にその設置期限を迎える介護療養病床等について、関係審議会等に

おける検討結果に基づき、効率的なサービス提供体制への転換を図る。 

・「地域医療構想」も踏まえた医療従事者の需給に関する検討結果に基づき、地域

間偏在の是正など医師・看護職員等の需給に関する対策を実施する。 

・医療従事者から適切な情報の提供と説明がなされた上で、患者本人による意思

決定を基本として人生の最終段階における医療を進めるプロセスの普及を図る。

これに向けて、検討会を設置し、国民の意識や自治体の取組の調査を行うとと

もに、医療従事者による患者・家族への相談対応の充実、住民への普及啓発等、

参考となる事例の全国展開を進める。 

 

（２）疾病予防・健康づくり、インセンティブ改革、公的サービスの産業化 

（改革初年度におけるこれまでの取組状況） 

・経済界・医療関係団体・自治体・保険者が連携して発足した日本健康会議にお

いて、「見える化」や好事例の全国展開を推進。2020 年の数値目標「健康なま

ち・職場づくり宣言 2020」（８つの宣言）について、保険者全数調査を行い、達

成状況を公表した。 

・糖尿病性腎症重症化予防について、厚生労働省、日本医師会、日本糖尿病対策

推進会議の３者が協定を締結し、糖尿病重症化予防プログラムを策定した。こ

れに基づき、日本医師会等と連携しつつ、都道府県単位でのプログラムの策定、

市町村における重症化予防の取組を進めている。 
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・予防・健康づくりに取り組む保険者へのインセンティブについて、保険者種別

で共通的に取り組むべき指標を提示した。国民健康保険では、2016年度から特

別調整交付金を活用して保険者努力支援制度の趣旨を踏まえた取組を前倒しで

実施する。 

・個人のインセンティブについて、保健事業で実施する場合の具体的なガイドラ

インを 2016年５月に公表し、取組を推進している。 

・第２期（2018～2023年度）のデータヘルス計画の策定に向けて、全健康保険組

合にアドバイスシートを作成し、送付するとともに、保険者と民間事業者のマ

ッチングを推進するため「データヘルス・予防サービス見本市」を開催した。 

・「データヘルス時代の質の高い医療の実現に向けた有識者検討会」において、審

査業務の効率化・統一化、保険者機能の強化やビッグデータ活用方策等の検討

を行い、年内に取りまとめを行う。  

・介護保険外サービスについて、2016年３月に「地域包括ケアシステム構築に向

けた公的介護保険外サービスの参考事例集」（保険外サービス活用ガイドブック）

を策定し、生活支援サービスの利用を推進する。 

・介護費用の分析や適正化、効果的・効率的なケアマネジメントについて、モデ

ル事業を実施しその手法を検討する。 

 

（今後の主な取組） 

・特定健診受診率の向上も含め予防対策を推進していくことが必要であり、特に

受診率が低い国保等について、2018年度から都道府県が国保運営において中心

的な役割を担うことを見据えながら対策の強化を検討することが必要である。

保険者がデータヘルスを進めていく上で、ポータルサイト等も活用しながら、

課題の見える化や事業のパッケージ化などを通じて、効果的な全国展開を行っ

ていくことが必要である。 

・先進的なデータヘルス事業を全国展開するため、「データヘルス・予防サービス

見本市」など、民間事業者を活用し、保険者の取組を推進していく。また、デ

ータヘルスの推進や医療費動向の分析において保険者の機能強化が重要であり、

審査支払機関の活用等による、保険者への支援策の強化を検討する。 

・疾病予防・重症化予防の取組に加えて、日常生活の導線の中で健康づくり等へ

の効果的な誘導を図ることも重要である。健康の維持・増進は、国民のＱＯＬ

を向上させ医療コストを減らすだけではなく、生産性向上にも効果があること

から、企業とも連携して取組を進める。 

・介護分野においても、市町村が、要介護認定率や一人当たり介護費の地域差等

の課題を分析した上で、自立支援・重度化防止に向けた取組や、給付費の適正

化を進めるよう、次期介護保険法改正で制度化を検討する。 
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（３）負担能力に応じた公平な負担、給付の適正化 

（改革初年度におけるこれまでの取組状況と今後の主な取組） 

（P） 

 

（４）薬価・調剤等の診療報酬及び医薬品等に係る改革 

（改革初年度におけるこれまでの取組状況） 

・平成 28年度診療報酬改定・薬価改定において、後発医薬品の価格見直し、後発

品への置換えが進まない先発品の特例引下げ、費用対効果評価の試行的導入、

かかりつけ薬剤師による服薬状況の一元的・継続的把握、服薬指導等への評価

の新設、湿布薬の取扱いの見直し等を実施した。 

・「患者のための薬局ビジョン」に基づき、かかりつけ薬剤師・薬局機能の強化の

ためのモデル事業等を実施した。 

 ・高額薬剤（オプジーボ）について、緊急的な薬価改定を実施し、2017 年２月か

ら薬価を 50％引下げることとした。 

 

（今後の主な取組）（P（※）） 

・後発医薬品については、使用割合は年々上昇しているが、更なる使用促進を検

討するとともに、価格の算定ルールについても見直しを検討する。 

・高額な医薬品への対応を含め薬価制度の抜本的な見直しを検討する。 

・試行的導入の結果を踏まえ、医薬品等の費用対効果評価の速やかな本格導入に

向けて更なる検討を進める。 

・生活習慣病治療薬等の処方の在り方等について検討する。 

・服薬情報の一元的、継続的な把握等を行うかかりつけ薬剤師・薬局を推進する

とともに、平成 28 年度の調剤報酬改定の影響等を調査・検証し、平成 30 年度

診療報酬改定に向けて、検討を進める。 

※薬価制度の抜本改革に関して、年内策定予定の政府基本方針を踏まえて必要な

修正・内容の追加を行う。 

 

（５）年金 

（改革初年度におけるこれまでの取組状況）（P（※）） 

・中小企業の短時間労働者への被用者保険の適用拡大や、マクロ経済スライドが

その機能を発揮できるよう、その未調整分を翌年度以降の好況時に合わせて調

整する仕組みの導入、賃金に合わせた年金額の改定を含む年金額改定ルールの

見直しを行う法案を提出し、継続審議中である。  

※国会での法案の審議状況を踏まえて記載 
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（今後の主な取組） 

・短時間労働者への被用者保険の適用範囲の更なる拡大について、年金機能強化

法附則第２条の規定に基づき、検討を行う。 

・高齢期における職業生活の多様性に応じた一人ひとりの状況を踏まえた年金受

給の在り方について、高齢者雇用の動向や年金財政に与える影響等を踏まえつ

つ、年金受給開始年齢、保険料拠出期間や在職老齢年金の在り方、その弾力的

な運用の在り方を含め、次期の財政検証に向けて、検討を行う。 

・高所得者の年金給付の在り方を含めた年金制度の所得再分配機能の在り方につ

いて、高所得者の老齢基礎年金の支給停止、被用者保険の適用拡大や標準報酬

の上下限の在り方の見直しなど、年金制度の再分配機能の強化に関し、年金税

制や他の社会保険制度の議論を総合的に勘案し、検討を行う。 

 

（６）生活保護等 

（改革初年度におけるこれまでの取組状況） 

・医療扶助の地域差について分析を進めたところ、都道府県別の一人当たり医療

扶助費は、都道府県別の一人当たり医療保険医療費と強い相関があり、地域差

の縮小は、医療全体の課題であることが示唆された。一方で公正な制度運営の

観点から適正化を進めることは必要であり、頻回受診対策や後発医薬品の使用

促進に引き続き取り組む。 

・「生活保護受給者に対する健康管理支援等に関する検討会」を立ち上げ、今年度

をめどに取りまとめを行う。 

・「未来への投資を実現する経済対策」（平成 28 年８月２日閣議決定）において、

「アベノミクスの成果等により、雇用情勢が安定的に推移していること等を踏

まえ、雇用保険の保険料や国庫負担の時限的な引下げ等について、必要な検討

を経て、成案を得、平成 29年度（2017年度）から実現する」とされた。 

  

（今後の主な取組） 

・2017 年度の次期生活扶助基準の検証に合わせ、自立支援の推進等の観点から、

生活保護制度全般について検討を行う。 

・2017年度の次期生活保護制度の在り方の検討に合わせ、生活困窮者自立支援制

度の在り方について検討を行う。 

 

［２］社会資本整備等 

（１）持続可能な都市構造への転換と公共施設のストック適正化 

（改革初年度におけるこれまでの取組状況） 
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・立地適正化計画については、2016年７月 31日現在、289団体が計画の作成につ

いて具体的な取組を行っており、４市が計画を作成・公表している。 

・関係府省庁で構成されるコンパクトシティ形成支援チームの枠組み等を通じ、

現地訪問コンサルティング、支援施策の充実、先行的取組事例集の公表、モデ

ル都市の形成、取組成果の見える化等により、市町村の取組を支援した。 

・公共施設等総合管理計画については、2016年度末までに都道府県及び指定都市

は全団体、その他の市区町村においては 99.4％の団体において策定完了予定と

なっている。 

・将来の人口見通しや維持管理・更新・修繕等の経費の今後の推計などの総合管

理計画の主たる記載項目を、毎年度の取組内容等と併せて横比較できる形式で

公表した。 

・国有財産については、原則として全ての資産情報（売却予定、貸付け情報を含

む）を公開し、一般会計所属の普通財産のうち未利用国有地についての保有状

況及び処分等の実績を公表している。公有財産については、2017年度末までに、

98.8％の団体において、固定資産台帳を含む統一的な基準による地方公会計を

整備予定であり、固定資産台帳の公表により公有財産に係る情報を「見える化」

するよう要請した。 

・新たな事業規模目標を定めた「ＰＰＰ／ＰＦＩ推進アクションプラン」（2016年

５月 18日民間資金等活用事業推進会議決定）が策定された。ＰＰＰ／ＰＦＩ手

法導入を優先的に検討する仕組みが的確に運用され、着実に具体の案件形成に

つながるよう、運用の手引を策定する。17地域（2016年度当初時点）において

ＰＰＰ／ＰＦＩ手法の開発・普及等を図る地域プラットフォームが形成された。 

 

（今後の取組） 

・まちづくりに関連する支援施策について、コンパクト・プラス・ネットワーク

の形成に資する、立地適正化計画に基づく事業等への重点化を推進する。あわ

せて、過去の取組事例について、効果、課題などを分析し、市町村と共有、民

間事業者の積極的な活用を財政支援の要件とするなど必要に応じて支援施策を

見直す。また、ビッグデータを活用した新たな調査手法や「まちの活性化」を

測る指標を開発するとともに、都市計画に関する基礎データの利用環境の充実

を図る。 

・中心市街地の土地・資産の流動性を高めて有効利用を進め、投資や円滑な買換

えを促すため、不動産情報の充実等により既存住宅・空き家等の流通を活性化

する。 

・都市計画に関する諸課題について検討する中で、都市計画道路見直しについて、

地域ごとの実情を把握した上で、推進方策の取りまとめを行う。 
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・固定資産台帳の整備に合わせて、有形固定資産減価償却率や一人当たり維持管

理に要する経費等について、経年比較や類似団体比較を実施した上で、グラフ

を用いて図示するとともに、各団体の分析コメントを付して公表するなど、引

き続き公共施設等に関する情報の「見える化」を徹底する。また、各団体の総

合管理計画の主たる記載項目の公表について、新たに計画を策定する全ての団

体分が横比較できるよう引き続き取り組むとともに、策定済み団体分について

も計画の改訂の状況を反映するなど更なる「見える化」の充実を図る。 

・具体的なガイドラインの活用や先進事例の横展開により実効的な個別施設計画

の策定を支援する。公共施設のストック適正化を推進するため、既に防災・安

全交付金において長寿命化計画の策定要件化等による老朽化対策への財政的な

支援を行っているところであるが、例えば、社会資本整備総合交付金について

は、ストックの集約・再編、農業農村整備事業等については、ストックの集約・

再編や長寿命化計画によるコスト圧縮を実現するため、こうした効果の高い事

業に重点化する。 

・老朽化が進む上下水道事業の持続可能性を確保し、効率性を高めるため、コン

セッションの導入促進が重要である。こうした観点も含めて水道事業の基盤強

化を図るため、水道法の改正や交付金制度等の利活用促進を通じた広域化等へ

の取組を促進する。また、下水道についても、施設の改築に際して、コンセッ

ション導入や広域化の検討を社会資本整備総合交付金等の財政支援の要件とす

ることにより、これらの取組を促進する。 

・国有財産については、引き続き国有地の管理・処分の基本方針に基づき活用す

るとともに、公有財産については、民間事業者も参画した公有財産の有効活用

を促進するため、民間提案を活用した取組等の先進事例の把握・横展開により、

未利用資産等の活用促進を図る。 

・一定規模以上で民間の資金・ノウハウの活用が効率的・効果的な事業について、

ＰＰＰ／ＰＦＩ手法の優先的検討の状況を踏まえつつ、適用拡大を進める。ま

た、地方公共団体等に対して運用マニュアルの周知を行うなど地域プラットフ

ォームの形成を支援する。あわせて、プラットフォームの形成数、プラットフ

ォームで形成された案件数等の都道府県ごとの「見える化」を進め、地方公共

団体における横展開を図る。 

 

（２）社会資本整備の基本戦略 

（改革初年度におけるこれまでの取組状況） 

・ストック効果の客観的・定量的把握や実務的な運用方法の検討、ストック効果

の早期発現等の工夫を行うなど、ストック効果を最大化するための取組を開始

した。 
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・既存施設のメンテナンスについては、各省庁の行動計画に基づき個別施設計画

の策定を進めるとともに、「インフラメンテナンス国民会議」の設立等に向けた

制度検討を実施した。 

・2016年度より国が行う大規模な土工について原則としてＩＣＴを全面的に適用

するなど、「i-Construction」の取組を推進している。 

・建設産業の担い手の確保のため、社会保険未加入対策や若者・女性の活躍促進

の取組を進めるとともに、建設技能労働者の経験が蓄積される「建設キャリア

アップシステム」の構築に向けて検討した。 

・適正な工期を設定し、債務負担行為等の適切な活用により、閑散期、年度末の

繁忙期における資機材・人材の効率的な活用を図るとともに、労働環境の改善

を推進している。 

 

（今後の取組） 

・第４次社会資本整備重点計画等に基づき、ストック効果の高い社会資本整備の

重点化に向けて、効果を多面的に計測するための指標の整備や投資面・施設運

用面における工夫のインデックス化等の評価手法の整備を実施し、整備した評

価手法を活用してＰＤＣＡサイクルを徹底する。また、ストック効果の事例・

データの蓄積を推進する。 

・ＩｏＴ、ＩＣＴ等を全面的に活用するなど、インフラマネジメント全体の生産

性や効率性を高める取組を進めることが重要である。そのため、既往のデータ

整備・利活用の取組を引き続き進めるとともに、分野横断的に、官民連携して、

必要なデータを把握、蓄積、利用するためのプラットフォームの連携・強化を

進める。 

・個別施設計画の策定を着実に進めることを通じて、適切に予防保全型維持管理

を導入した場合の中長期の維持管理・更新等のコストの見通しを明確化する。

また、「インフラメンテナンス国民会議」を創設し、オープンイノベーションに

よる技術開発や公認フォーラム制度による企業間連携活動の推進等を進める。 

・土工に加え、橋梁・トンネル・ダム等の工種及び維持管理を含む全てのプロセ

スにおいて、ＩＣＴの活用を拡大する。また、調査・設計段階から施工、維持

管理までの各プロセスにおいて３次元モデルを導入・活用するための基準類を

整備する。あわせて、オープンデータ化の実現に向けた検討を実施し、公共工

事の３次元データを活用するためのプラットフォームを整備する。 

・社会保険未加入対策等や若者や女性の活躍推進の取組を引き続き進めるととも

に、「建設キャリアアップシステム」の運用を開始する。 

・引き続き、適正な工期を設定し、債務負担行為等を適切に活用して、事業の執

行を平準化し、資機材・人材の効率的活用や企業収入の安定化、安定的な投資
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の促進、生産性の向上を目指す。 

・地方交付税措置により重点課題として支援する「森林吸収源対策等の推進」に

ついて、関係府省庁が協力して、自治体による取組の成果を把握・検証した上

で、翌年度以降の施策の在り方について検討し、所要の措置を講じるべく取り

組む。 

 

〔３〕地方行財政改革・分野横断的な取組 

（１）地方交付税をはじめとした地方の財政に係る制度の改革 

（改革初年度におけるこれまでの取組状況） 

・地方交付税の「人口減少等特別対策事業費」における「必要度」から「成果」

へのシフト（「成果」の配分を集中改革期間後に５割以上とすることを目指す」）

については、2017年度以降における「成果」の一層の反映に向けて、地方版総

合戦略に基づく取組等の成果の実現状況の分析や地方団体からの意見聴取を行

った。 

・地方交付税におけるトップランナー方式については、対象業務である 23業務中

16 業務について 2016 年度から基準財政需要額の算定に反映を開始した（基準

財政需要額の減少額：2016年度 441億円）。 

・地方行財政改革の経済効果の検証（民間委託等に係るものも含む）について、

内閣府において検証手法の検討を行い、効果の定量的分析に向け一定の方向性

を得た。 

・公営企業（水道事業・下水道事業・病院事業）の広域化等については、水道事

業においては各都道府県における広域化等の検討体制の構築を要請した。下水

道事業においては、全事業に求めている経営戦略の策定（2020年度まで）を通

じて、最適化・広域化・共同化の検討を行うよう要請した（汚水処理に係る都

道府県構想の見直し状況については、2015年度末において９都府県で構想の見

直しが完了）。病院事業においては、公立病院を設置する地方団体に対して、地

域医療構想の策定を踏まえた新公立病院改革プランの策定を通じて、再編・ネ

ットワーク化の検討を行うよう要請した。 

・地方創生の取組支援のための新型交付金（地方創生交付金）の創設・活用につ

いては、各地方自治体において成果指標（ＫＰＩ）を設定した上で、交付金を

活用した事業を開始した。 

 

（今後の取組） 

・地方交付税の「人口減少等特別対策事業費」における「必要度」から「成果」

へのシフトについて、地方団体の意見も聞きながら改革工程表に沿って検討し、

成果を反映した配分を 2018 年度の後に５割以上とすることを目指すこととさ
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れていることを踏まえながら、2017年度から３か年かけて 1,000億円のシフト

を行う。 

・地方交付税におけるトップランナー方式については、2016年度から導入された

16 業務について経費水準の２年目の見直しを実施するとともに、2017 年度に

ついては新たに２業務について反映を開始する。 

・地方行財政改革の経済効果の検証手法（民間委託等に係るものも含む）につい

て、総務省から基礎データの提供を受け、当該データを活用して財政効果を推

計した上で経済効果の定量的分析を進める。 

・公営企業（水道事業・下水道事業・病院事業）の広域化等については、新たに

成果指標（ＫＰＩ）を設定して進捗の検証を行うこととし、独立した改革工程

を明記して取り組む（例えば、下水道事業の都道府県構想、新公立病院改革プ

ラン、経営戦略など地方団体の策定する各種計画での具体化を促す。）。 

・地方交付税措置により重点課題として支援する「高齢者の生活支援等の地域の

くらしを支える仕組みづくり（地域運営組織）の推進」、「自治体情報システム

構造改革の推進」について、関係府省庁が協力して、自治体による取組の成果

を把握・検証した上で、翌年度以降の施策の在り方について検討し、所要の措

置を講じるべく取り組む。 

・地方創生の取組支援のための新型交付金（地方創生推進交付金）の創設・活用

については、交付金を活用して地域間連携を促すとともに、交付対象となった

先駆的事例の全国展開を進める。また、地方団体における事業の進捗・効果検

証を実施することにより、翌年度以降の交付金の採択事業に反映させ、ＰＤＣ

Ａサイクルを実施する。なお、2017年度は、「地方創生加速化交付金」及び「地

方創生推進交付金」の採択事業について効果検証を行い、効果検証手法や交付

金事業全体の経済・財政効果等の在り方を検討する。 

 

（２）地方行財政の「見える化」 

（改革初年度におけるこれまでの取組状況） 

・地方財政の全面的な「見える化」については、2015年度決算から、住民一人当

たり行政コストを性質別・目的別で網羅的に、財政分析の内容も含めて「見え

る化」することとし、総務省ホームページにおいて公表すべく取り組んでいる。

また、2014 年度決算までの決算情報を加工可能な形で e-Stat に登録し、利便

性の向上を図った。 

・地方交付税の基準財政需要額の内訳等については、市町村分についても誰もが

利用できる形で公開を開始した。 

・事務の民間委託や指定管理者制度の導入など、各自治体における行政改革への

取組状況についても、全国や類似団体における状況との比較を含めて、総務省
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ホームページで公表している。 

 

（今後の取組） 

・地方財政の全面的な「見える化」については、引き続き 2016年度以降の決算分

についても総務省ホームページにおいて公表する。利用者が面積や人口規模、

高齢化比率等の条件を任意に指定して横比較ができるよう、2016 年度中に e-

Statの機能の改修を実施し、利便性の向上を図る。 

・都道府県・政令指定都市に係る予算・決算の対比に関する、一覧性のある形で

の「見える化」について、自治体の事務負担にも配慮しながら 2016年度中に取

り組む。 

・窓口業務等の民間委託や自治体クラウドの推進に向けて、関係する住民一人当

たり行政コストについて、類似の自治体間での横比較ができるよう、公共サー

ビス関連情報の「見える化」の取組と合わせて、情報提供の充実を図る。 

 

（３）地方行政分野における改革 

（改革初年度におけるこれまでの取組状況） 

・2016～2018年度の各年度において、窓口業務などについて、ＢＰＲの手法を活

用しながらＩＣＴ化・オープン化・アウトソーシングなどの業務改革を一体的

に行い、住民の利便性向上につながるような取組についてモデルとなるような

改革を実践してもらう「業務改革モデルプロジェクト」を 2016年度は７市町村

において実施している。 

・都道府県の協力を得て市町村における窓口業務等の民間委託の全国展開を進め

るため、総務省が都道府県に対し、管内市町村の取組状況等に関する調査及び

ヒアリングを実施するよう要請した。 

・連携中枢都市圏・定住自立圏について、国費による委託事業（連携中枢都市圏）

やシンポジウムの開催等（定住自立圏）によって新たな圏域の形成を促進した。

また、総務省より各圏域に対し、2016年度中に、各圏域の特性を踏まえ、施策

や事業に応じて成果指標（ＫＰＩ）を設定することを含め、成果を検証する仕

組みを構築し、結果を明らかにするよう要請した。 

 

（今後の取組） 

・窓口業務等の民間委託の取組を含め、「業務改革モデルプロジェクト」について

は、2016年度中に歳出効率化の成果に関し、試行的な算定のフォーマットを作

成するとともに、プロジェクト参加団体以外も含め、業務分析の手法を用いた

先進団体における算定結果を公表する。2017年度においては算定フォーマット

をさらに検討する。 
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・連携中枢都市圏・定住自立圏については、各圏域において成果指標（ＫＰＩ）

を設定した上で、指標の設定状況や達成状況を総務省において把握し、一元的

に評価して公表する。 

 

（４）ＩＴ化と業務改革、行政改革 

（改革初年度におけるこれまでの取組状況） 

・自治体クラウドの取組の全国展開等については、自治体クラウドグループの取

組事例（全国で 56グループ）について、クラウド化業務範囲、関連経費詳細項

目の比較等や、当該経費の削減方策・効果等について深掘り・分析及び整理・

類型化を実施し、2016年８月に地方団体向けに「自治体クラウドの現状分析と

その導入に当たっての手順とポイントについて」を示した。 

・ＩＴ室と総務省が市町村を中心に首長を直接訪問し、クラウド導入の具体的検

討を働きかけた上で、都道府県に対しても具体的な動きの見えてきた市町村の

取組を支援するよう要請している。 

・子育てワンストップＴＦにおいて、子育て分野のうち、優先すべき課題につい

て取りまとめ、2017年 7月からのサービス開始に向け準備を進めている。 

 

（今後の取組） 

・自治体クラウドの取組の全国展開等については、技術面での助言を行うととも

に、自治体クラウド（複数団体での共同化）の導入を地方交付税措置により重

点的に支援する。あわせて、自治体クラウド導入団体（56グループ）における

歳出効率化の成果について、その測定方法を検討した上で、結果を試算し、公

表する。 

・マイナポータルにおける子育てワンストップサービス、コンビニ交付サービス

等に関し、全国の市区町村に参加を促すための推進方策等について、関係府省

庁で構成する「ワンストップ・カードプロジェクトチーム」にて検討を行い、

2016年内に「アクションプログラム」を取りまとめる。また、マイナンバー及

びマイナンバーカード利用の全体像を明らかにする。 

・2016年度において、マイナンバー制度の活用や国による自治体のＩＴ化・ＢＰ

Ｒ推進による経済・財政効果の検証方法について検討した上で、2017年度にお

いて、経済・財政効果の検討結果の取りまとめを行う。 

 

［４］文教・科学技術、外交、安全保障・防衛等 

（１）少子化の進展を踏まえた教職員定数の見通しなど予算の効率化及びエビデン

スに基づくＰＤＣＡサイクルの徹底 

（改革初年度におけるこれまでの取組状況） 



17 
 

・教育政策に関する実証研究について、2016年度からの研究テーマ（①学級規模

等の影響効果、②加配教員・専門スタッフ配置の効果分析、③高い成果を上げ

ている地域・学校の取組・教育環境の分析、④教員の勤務実態の実証分析）に

ついて公募等により研究の実施主体等を決定し、研究に着手した。 

・国立大学法人について、本年度から、運営費交付金の中に各大学の機能強化の

取組構想とその評価に基づき重点配分する枠組みが新設され、重点配分が開始

された。 

 

（今後の取組） 

・学校の業務効率化・業務改善に関し、教員の勤務実態調査を開始したところで

あり、今後、この調査結果等を踏まえて学校現場の教員の業務の質の向上を図

る。 

・教職員定数の中期見通しについて、文部科学省は 2017年度概算要求に合わせて

案を提示したところであり、2018年度までに少子化の進展、学校教育現場にお

ける諸課題、実証研究の進展、地方公共団体の政策ニーズ等を踏まえ予算の裏

付けのある教職員定数の見通しの策定・公表に向けていく。 

・教育におけるＰＤＣＡサイクルの確立の中で、人材育成や地域における人材の

還流・定着等の観点から、高校教育におけるＰＤＣＡサイクルの推進に関する

取組（高校教育等の「見える化」や先進事例の分析・展開、地域人材ニーズと

の連携方策等）を新たに取組内容とし、今後その取組を進める。 

・教育政策におけるエビデンスに基づくＰＤＣＡサイクルの確立に際しては、幼

児教育から高等教育、社会人教育までライフステージを通した教育全体につい

て検証するものとするとともに、国・都道府県・市町村それぞれの権限を踏ま

えつつ実効性あるものとする必要がある。 

 

（２）国立大学・応用研究への民間資金の導入促進及び予算の質の向上・重点化 

（改革初年度におけるこれまでの取組状況） 

・国立大学の財源の多様化について、国立大学法人法の改正による余裕資金の運

用範囲の拡大や、収益を伴う事業の範囲の明確化等を行った。また国立大学法

人に関する寄付金について、一定の個人寄附に対する税額控除制度が本年度か

ら導入された。 

・また産学連携を深化・実行していくための「イノベーション促進産学官対話会

議」が設置された。 

・大学改革と競争的研究費改革の一体的促進について、指定国立大学法人制度の

制度化が行われ、また、卓越研究員制度が開始された。 
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（今後の取組） 

・卓越研究員制度の実施等制度創設等がなされた段階から可能・適切なものにつ

いては新たなＫＰＩ（第１階層）の設定を検討・設定したところであり、指定

国立大学法人制度等今後更に可能なものについてＫＰＩの明確化・設定等を行

い、取組の進捗を管理する。 

・官民の研究開発投資の拡大を図るため、経済社会・科学技術イノベーション活

性化委員会における検討結果を踏まえ、オープンイノベーションの促進に向け

た取組等を進めるとともに、総合科学技術・イノベーション会議の司令塔機能

の強化を図る。 

 

（３）その他の分野 

（外交） 

（ⅰ）ＯＤＡ 

（改革初年度におけるこれまでの取組状況） 

・外部評価や「見える化」サイトの更新等を通じてＰＤＣＡサイクルの強化及び

評価等に関する情報公開を促進した。また、「質の高いインフラパートナーシッ

プ」等に基づき、ＯＤＡを活用し、途上国における我が国企業による質の高い

インフラ整備を積極的に支援した。 

 

（今後の取組） 

・ＫＰＩの達成に向けて今後も上記の取組を継続していく。 

 

（ⅱ）国際機関等への拠出 

（改革初年度におけるこれまでの取組状況） 

・有識者の意見を踏まえて策定した評価基準に基づき、任意拠出金を拠出する国

際機関を対象として４段階評価を行い、結果を公表するとともに、それを活用

して予算要求を行った。また、個別プロジェクトにイヤマークする任意拠出金

は、行政事業レビューシートにおいてプロジェクト毎の目標達成状況をフォロ

ーアップした。 

 

（今後の取組） 

・更なるＰＤＣＡサイクルの強化、透明性確保を図るべく、上記の取組を継続し

ていく。 

 

（安全保障・防衛） 

（ⅲ）効率化への取組、調達改革に係る取組等 
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（改革初年度におけるこれまでの取組状況） 

・中期防衛力整備計画 4に基づく防衛力整備の着実な推進を図るとともに、一層の

効率化・合理化の徹底に取り組んでおり、これまでに合わせて 3,690 億円程度

の縮減を図っている。 

 

（今後の取組） 

・引き続き、各種の効率化策に取り組むことで一層の効率化・合理化を図る。と

りわけ、新設された防衛装備庁における取組として、プロジェクト管理につい

ては、当面は 2015年 11月にプロジェクト管理重点対象装備品に選定された 12

品目の着実な管理に努めるとともに、今後も対象品目の追加を検討していく。

また、随意契約の適用件数、特別研究官の活用については、現時点ではＫＰＩ

実績値が把握できないが、引き続き目標の達成に努める。 

 

 

                                                   
4 「中期防衛力整備計画」（平成 25 年 12 月 17 日閣議決定） 


